
目標年度

地方税を充実し、税源の偏在性
が少なく、税収が安定的な地方
税体系を構築すること

1
国・地方間の税源配分比率
　＜アウトカム指標＞

国：地方 ＝ 58.2：41.8
（平成24年度決算）

25年度

地方が自由に使え
る財源を拡充する観
点から、国と地方の
税源配分の在り方を
見直す。

28年度

地方が自由に使える財源を拡充する観点から、国と地方の税源
配分の在り方を見直す。

地方税の充実や国と地方の税源配分の在り方の見直しによって、地方
への税源配分比率が高まることとなるため、指標として設定。
※ただし、景気の変動等、他の要因の影響を受ける可能性がある。

【参考】
（平成23年度決算）国：地方＝57.4：42.6
（平成22年度決算）国：地方＝56.5：43.5

国：地方 ＝ 59.6：40.4
(平成25年度決算)

― ―

②
歳入総額に占める地方税
の割合
　＜アウトカム指標＞

地方税の割合　34.5％
(平成24年度決算)

25年度

平成29年８月

施策目標
　     　　　測定指標
（数字に○を付した測定指標は、
主要な測定指標）

基準（値） 目標（値）

年度ごとの目標（値）

28年度27年度26年度

測定指標の選定理由及び目標（値）（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績（値）

基準年度

基本目標【達成すべき目標及び
目標設定の考え方・根拠】

自らの発想で特色を持った地域づくりができるよう、地方分権を推進し、その基盤となる地方税の充実確保を図るとともに、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系を構築す
る。また、公共サービスの対価を広く公平に分かち合うという地方税の応益課税を強化する。

政策評価実施
予定時期

主要な政策に係る政策評価の事前分析表（平成27年度実施政策）

政策
（※１）

名 政策６：分権型社会を担う地方税制度の構築

担当部局課室名
自治税務局企画課
他５課室

作成責任者名
自治税務局企画課長
開出 英之

政策の概要
分権型社会を推進する中で、地方がその役割を十分に果たすため、地方税を充実し、税源の偏在性が少なく、税収が安定的
な地方税体系を構築する。また、住民自治の確立に向けた地方税制度改革を行う。

分野【政策体系上の
位置付け】

地方行財政

地方税を拡充し、歳
入総額に占める地
方税の割合を拡充
する。

28年度

地方税を拡充し、歳入総額に占める地方税の割合を拡充する。
地方税を充実させ、税収が安定的な地方税体系を構築することによっ
て、歳入総額に占める割合が増加するため、指標として設定。
※ただし、景気の変動等、他の要因の影響を受ける可能性がある。

【参考】
（平成23年度決算）34.1％
（平成22年度決算）35.2％

地方税の割合　35.0％
(平成25年度決算)

― ―

3

地方税の都道府県別人口
一人当たり税収額の最大
値と最小値の比較
　＜アウトカム指標＞

最大値／最小値　2.5倍
（平成24年度決算）

25年度
税源の偏在性が少
ない地方税体系を
構築する。

28年度

税源の偏在性が少ない地方税体系を構築する。
都道府県別人口一人当たり税収額の比較は、税源の偏在性を示す一つ
の目安となるため、指標として設定。
※ただし、景気の変動等、他の要因の影響を受ける可能性がある。

【参考】
（平成23年度決算）最大値／最小値　2.5倍
（平成22年度決算）最大値／最小値　2.6倍

最大値／最小値　2.6倍
(平成25年度決算)

― ―

住民自治の確立に向けた地方税
制度改革を実施すること

4

地方税制度の「自主的な判
断」と「執行の責任」を拡大
する方向で改革するための
取組
　＜アウトプット指標＞

地域決定型地方税制特例
措置既存導入数 ９項目
（平成26年度税制改正）

25年度

地方団体の課税自
主権の一層の拡充
を図る観点から、引
き続き検討を行い、
特例の対象を更に
拡充する。

28年度

地方団体の課税自主権の一層の拡充を図る観点から、引き続き
検討を行い、特例の対象を更に拡充する。

地方税制度の「自主的な判断」と「執行の責任」を拡大する方向で取り組
むことは、住民自治の確立に向けた地方税制度改革につながると考え
られるため、指標として設定。（「地域決定型地方税制特例措置」とは、
国が一律に定めていた特例措置の内容を地方団体が自主的に判断し、
条例で決定できるようにする仕組み）

【参考】
（平成25年度税制改正における導入数）１項目
（平成24年度税制改正における導入数）２項目

地域決定型地方税制特例
措置既存導入数  ８項目
(平成27年度税制改正)

― ―

⑤

地方税における税負担軽
減措置等のうち、特定の政
策目的のために税負担の
軽減等を行う「政策減税措
置」の項目数
　＜アウトプット指標＞

54項目を見直し
（うち５項目を廃止・縮減）
（平成26年度税制改正）

25年度

引き続き見直しを行
い、適用僅少の特例
等につき廃止・縮減
を実施。

28年度

引き続き見直しを行い、適用僅少の特例等につき廃止・縮減を実
施。 税負担軽減措置等を見直すことは、住民自治の確立に向けた地方税制

度改革につながると考えられるため、指標として設定。

【参考】
（平成25年度税制改正）62項目を見直し（うち16項目を廃止・縮減）
（平成24年度税制改正）46項目を見直し（うち15項目を廃止・縮減）

66項目を見直し
（うち14項目を廃止・縮減）
(平成27年度税制改正)

― ―

（総務省２７－⑥） 



※１　政策とは、「目標管理型の政策評価の実施に関するガイドライン」（平成25年12月20日政策評価各府省連絡会議了承）に基づく別紙１の様式における施策に該当するものである。

※２　前年度繰越し、翌年度繰越しの他、移流用増減、予備費での措置等を含む。

※３　測定指標は施策目標の達成状況が端的に分かる指標を選定しており、必ずしも達成手段と関連しないため「―」となることがある。

(2) ふるさと納税の手続簡素化及びPR（平成26年度） ― １百万円 239百万円 ―

最重点課題となっている地方創生を推進するため、ふるさと納税を拡充（ふるさと納税枠の拡充等）
する制度改正に合わせたPRを広く実施するとともに、手続簡素化のための取組を行い、ふるさと納税
の一層の活用を促進する。

【成果指標（アウトカム）】
・ふるさと納税者数：60万人（平成28年度）
【活動指標（アウトプット）】
・ポスターの配布部数：21,062枚（平成27年度）
・リーフレットの配布部数：4,463,000枚（平成27年度）

0026

達成手段
（開始年度）

予算額（執行額）　（※２） 関連する
指標
（※３）

達成手段の概要等
平成27年度行政事業

レビュー事業番号
25年度 26年度 27年度

(1) 地方税制度の整備に必要な経費（昭和25年度） 35百万円 30百万円 1～5

・税制調査会で決定した税制改正大綱に基づき、地方税法改正案を作成
・毎年度の税制改正等に向けて、税制調査会における審議等への対応
・地方税に関する調査、資料の作成
・地方税負担軽減措置等の整理
・地方法人課税及び自動車関係税制のあり方についての検討
・消費税及び地方消費税の賦課徴収に関する地方団体の役割拡大に向けた検討　　　　　　等

【活動指標（アウトプット）】
地方税法の一部を改正する法律案の成立：１件（平成27年度）

0025
37百万円

（30百万円）

政策に関係する内閣の重要政策（施
政方針演説等のうち主なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（抜粋）

平成27年度税制
改正の大綱

平成27年１月
14日

現下の経済情勢等を踏まえ、デフレ脱却・経済再生をより確実な
ものにしていくため、成長志向に重点を置いた法人税改革、高齢
者層から若年層への資産の早期移転を通じた住宅市場の活性
化等のための税制上の措置を講ずる。地方創生に取り組むた
め、企業の地方拠点強化、結婚・子育ての支援等のための税制
上の措置を講ずる。さらに、経済再生と財政健全化を両立するた
め、消費税率の10％への引上げ時期の変更等のための税制上
の措置を講ずる。

(3) 地方税法（昭和25年） ― ― ― 1～5 地方団体は、この法律の定めるところによつて、地方税を賦課徴収することができる。

政策の予算額・執行額
37百万円

（30百万円）
36百万円 269百万円
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